
規 則

�愛媛県規則第２９号
愛媛県立農業大学校規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立農業大学校規則の一部を改正する規則

愛媛県立農業大学校規則（昭和５８年愛媛県規則第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（誓約書）

第１２条 前条第３項の規定により入学を許可された者

は、入学と同時に身元保証人２人と連署した誓約

書（様式第２号）を校長に提出しなければならない。

２ 身元保証人は、独立の生計を営む成年者

でなければならない。

３ 省略

様式第２号（第１２条関係） 誓約書

（誓約書）

第１２条 前条第３項の規定により入学を許可された者（以下「学

生」という。）は、入学と同時に身元保証人２人と連署した誓約

書（様式第２号）を校長に提出しなければならない。

２ 身元保証人は、独立の生計を営む成年者で、県内に住所を有す

るものでなければならない。

３ 省略

様式第２号（第１２条関係） 誓約書

省略

住 所

身元保証人
職 業

氏 名

生年月日

住 所

身元保証人
職 業

氏 名

生年月日

省略

住 所

職 業

身元保証人 氏 名

生年月日

本人との続柄（ ）

住 所

職 業

身元保証人 氏 名

生年月日

発 行 愛 媛 県
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省略

本人との続柄（ ）

省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第３０号
愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県林業・木材産業改善資金貸付規則（平成１５年愛媛県規則第６４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（貸付け）

第１条 県は、この規則の定めるところにより、林業従事者等（林

業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号。以下「法」

という。）第３条第１項に規定する林業従事者等をいう。以下同

じ。）、 認定中小企業者（中小企業者と農林漁業者との連携に

よる事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下

「農商工等連携促進法」という。）第１１条第１項に規定する認定

中小企業者をいう。以下同じ。）及び促進事業者（地域資源を活

用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物

の利用促進に関する法律（平成２２年法律第６７号。以下「六次産業

化法」という。）第６条第３項に規定する促進事業者をいう。以

下同じ。）に対し、予算の範囲内において、林業・木材産業改善

資金を貸し付けるものとする。

２ 県は、前項に規定する場合のほか、林業従事者等、認定中小企

業者及び促進事業者に対する林業・木材産業改善資金の貸付けの

業務を行う融資機関（法第３条第２項に規定する融資機関をい

う。以下同じ。）に対し、予算の範囲内において、当該業務に必

要な資金の全部を貸し付けるものとする。

（貸付限度額並びに償還の期間及び方法）

第２条 前条第１項の貸付けに係る資金（以下「貸付金」とい

う。）の一林業従事者等ごと、一認定中小企業者ごと及び一促進

事業者ごとの限度額は、個人にあっては１，５００万円、会社にあっ

ては３，０００万円、会社以外の団体にあっては５，０００万円（木材産業

に係る林業・木材産業改善措置（林業従事者等が実施するものに

限る。以下同じ。）及び木材産業に係る林業・木材産業改善措置

を支援するための措置（認定中小企業者又は当該認定中小企業者

が団体である場合におけるその構成員が実施するものに限る

。）を実施する場合にあっては、それぞれ

１億円）とする。ただし、知事が、林業経営若しくは木材産業経

営の改善又は林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に

従事する者の確保を図るために必要があると認める場合において

農林水産大臣に協議をしたときは、当該協議をして定めた額とす

る。

２ 貸付金の償還期間及び据置期間は、次の表のとおりとする。

（貸付け）

第１条 県は、この規則の定めるところにより、林業従事者等（林

業・木材産業改善資金助成法（昭和５１年法律第４２号。以下「法」

という。）第３条第１項に規定する林業従事者等をいう。以下同

じ。）及び認定中小企業者（中小企業者と農林漁業者との連携に

よる事業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下

「農商工等連携促進法」という。）第１１条第１項に規定する認定

中小企業者をいう。以下同じ。）

に対し、予算の範囲内において、林業・木材産業改善

資金を貸し付けるものとする。

２ 県は、前項に規定する場合のほか、林業従事者等及び認定中小

企業者 に対する林業・木材産業改善資金の貸付けの

業務を行う融資機関（法第３条第２項に規定する融資機関をい

う。以下同じ。）に対し、予算の範囲内において、当該業務に必

要な資金の全部を貸し付けるものとする。

（貸付限度額並びに償還の期間及び方法）

第２条 前条第１項の貸付けに係る資金（以下「貸付金」とい

う。）の一林業従事者等ごと及び一認定中小企業者ごと

の限度額は、個人にあっては１，５００万円、会社にあっ

ては３，０００万円、会社以外の団体にあっては５，０００万円（木材産業

に係る林業・木材産業改善措置（林業従事者等が実施するものに

限る。以下同じ。）及び木材産業に係る林業・木材産業改善措置

を支援するための措置（認定中小企業者又は当該認定中小企業者

が団体である場合におけるその構成員が実施するものに限る。以

下「支援措置」という。）を実施する場合にあっては、それぞれ

１億円）とする。ただし、知事が、林業経営若しくは木材産業経

営の改善又は林業労働に係る労働災害の防止若しくは林業労働に

従事する者の確保を図るために必要があると認める場合において

農林水産大臣に協議をしたときは、当該協議をして定めた額とす

る。

２ 貸付金の償還期間及び据置期間は、次の表のとおりとする。

貸付金の区分 償還期間 据置期間 貸付金の区分 償還期間 据置期間

１～５ 省略 １～５ 省略

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号
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６ 六次産業化法第１０条第２項に規定

する資金

１２年以内 ５年以内

７ 省略 ６ 省略

３ 省略

（借受資格）

第４条 貸付金の借受者たる資格を有する者は、次に掲げる者とす

る。

�～� 省略

� 林業・木材産業改善措置を支援するための措置（以下「支援

措置」という。）を実施する認定中小企業者（当該認定中小企

業者が団体である場合において、その構成員が当該支援措置を

実施する場合における当該認定中小企業者を含む。）又は促進

事業者であって、次のいずれにも該当しないもの

ア～オ 省略

２ 省略

（貸付資格の認定）

第５条 省略

２ 知事は、前項の認定（以下「認定」という。）の申請があった

ときは、その申請者（その者が団体である場合には、その団体又

はその団体を構成する者（促進事業者である申請者が団体である

場合におけるその団体を構成する者を除く。））が申請に係る林

業・木材産業改善資金をもって林業・木材産業改善措置（認定中

小企業者又は促進事業者である申請者にあっては、支援措置）を

実施することにより、その経営（認定中小企業者である申請者に

あってはその 支援する林業・木材産業改善措置を実施する林業

従事者等（その者が団体である場合には、その団体又はその団体

を構成する者）の経営とし、促進事業者である申請者にあっては

その支援する林業・木材産業改善措置を実施する六次産業化法第

３条第１項の林業者の経営とする。）を改善し、又は林業労働に

係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者の確保を図る

見込みがあると認められる場合であって、当該林業・木材産業改

善措置（認定中小企業者又は促進事業者である申請者にあって

は、その支援する林業・木材産業改善措置）の内容が次の各号

（認定中小企業者である申請者にあっては第１号 から第４号ま

で、促進事業者である申請者にあっては第１号、第３号及び第４

号）のいずれかに該当するときに限り、認定をするものとする。

�～� 省略

３・４ 省略

（県貸付金の貸付けの手続等）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 第１条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸付金」とい

う。）の償還期間は、１６年（４年（農商工等連携促進法第１２条第

２項又は六次産業化法第１０条第２項に規定する資金に係る県貸付

金にあっては、６年）以内の据置期間を含む。）以内とする。

５～９ 省略

（融資機関が行う貸付けの手続等）

第１５条 第２条から第６条まで及び第８条から第１３条までの規定

は、融資機関が行う林業従事者等、認定中小企業者及び促進事業

者に対する林業・木材産業改善資金の貸付けについて準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

３ 省略

（借受資格）

第４条 貸付金の借受者たる資格を有する者は、次に掲げる者とす

る。

�～� 省略

� 支援措置

を実施する認定中小企業者

であって、次のいずれにも該当しないもの

ア～オ 省略

２ 省略

（貸付資格の認定）

第５条 省略

２ 知事は、前項の認定（以下「認定」という。）の申請があった

ときは、その申請者（その者が団体である場合には、その団体又

はその団体を構成する者

）が申請に係る林

業・木材産業改善資金をもって林業・木材産業改善措置（認定中

小企業者 である申請者にあっては、支援措置）を

実施することにより、その経営（認定中小企業者である申請者に

あっては、その支援する林業・木材産業改善措置を実施する林業

従事者等（その者が団体である場合には、その団体又はその団体

を構成する者）の経営

）を改善し、又は林業労働に

係る労働災害の防止若しくは林業労働に従事する者の確保を図る

見込みがあると認められる場合であって、当該林業・木材産業改

善措置（認定中小企業者 である申請者にあって

は、その支援する林業・木材産業改善措置）の内容が次の各号

（認定中小企業者である申請者にあっては、第１号から第４号ま

で

）のいずれかに該当するときに限り、認定をするものとする。

�～� 省略

３・４ 省略

（県貸付金の貸付けの手続等）

第１４条 省略

２・３ 省略

４ 第１条第２項の貸付けに係る資金（以下「県貸付金」とい

う。）の償還期間は、１６年（４年（農商工等連携促進法第１２条第

２項 に規定する資金に係る県貸付

金にあっては、６年）以内の据置期間を含む。）以内とする。

５～９ 省略

（融資機関が行う貸付けの手続等）

第１５条 第２条から第６条まで及び第８条から第１３条までの規定

は、融資機関が行う林業従事者等及び認定中小企業者

に対する林業・木材産業改善資金の貸付けについて準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号
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とする。 とする。

省略 省略

２ 省略

（書類の経由等）

第１６条 第５条第１項、第６条第１項及び第１２条第２項の規定によ

り知事に提出する書類は、当該書類を提出しようとする者が第４

条第１項第１号に掲げる者、同項第３号に掲げる者（同項第１号

に掲げる者の組織する団体に限る。以下「第１号団体」とい

う。）、同項第４号に掲げる者及び同項第５号に掲げる者（認定

中小企業者にあっては、同項第１号に掲げる者、第１号団体又は

同項第４号に掲げる者と連携するもの に限る。以下

「第１号連携認定中小企業者等」という。）であるときはその者

の住所地（当該住所地と林業・木材産業改善措置又は支援措置の

施行地とが異なる場合にあっては、当該施行地）をその地区内に

含む森林組合法（昭和５３年法律第３６号）第９条第２項第１号に掲

げる事業を行う森林組合（以下「森林組合」という。）を、第４

条第１項第２号に掲げる者、同項第３号に掲げる者（同項第２号

に掲げる者の組織する団体に限る。以下「第２号団体」とい

う。）及び同項第５号に掲げる者（同項第２号に掲げる者又は第

２号団体と連携する認定中小企業者に限る。以下「第２号連携認

定中小企業者」という。）であるときは愛媛県木材製材協同組合

（以下「県木協組」という。）を通じ、所轄の地方局長（以下

「地方局長」という。）を経由するものとする。ただし、やむを

得ない理由があると認められるとき及び愛媛県森林組合連合会

（以下「県森連」という。）又は県木協組（以下「県森連等」と

いう。）が当該書類を提出しようとするときは、森林組合又は県

木協組（以下「事務取扱機関」という。）を通じる必要は、ない

ものとする。

２ 省略

３ 第６条第３項の規定により知事に提出する書類は、当該書類を

提出しようとする者が第４条第１項第１号に掲げる者、第１号団

体、同項第４号に掲げる者及び第１号連携認定中小企業者等であ

るときは森林組合を通じ、及び県森連を経由して、第４条第１項

第２号に掲げる者、第２号団体及び第２号連携認定中小企業者で

あるときは県木協組を経由して知事に提出しなければならない。

ただし、やむを得ない理由があると認められるときは、森林組合

を通じる必要はないものとする。

４・５ 省略

様式第１２号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金事業

実施報告書

２ 省略

（書類の経由等）

第１６条 第５条第１項、第６条第１項及び第１２条第２項の規定によ

り知事に提出する書類は、当該書類を提出しようとする者が第４

条第１項第１号に掲げる者、同項第３号に掲げる者（同項第１号

に掲げる者の組織する団体に限る。以下「第１号団体」とい

う。）、同項第４号に掲げる者及び同項第５号に掲げる者（

同項第１号に掲げる者、第１号団体又は

同項第４号に掲げる者と連携する認定中小企業者に限る。以下

「第１号連携認定中小企業者 」という。）であるときはその者

の住所地（当該住所地と林業・木材産業改善措置又は支援措置の

施行地とが異なる場合にあっては、当該施行地）をその地区内に

含む森林組合法（昭和５３年法律第３６号）第９条第２項第１号に掲

げる事業を行う森林組合（以下「森林組合」という。）を、第４

条第１項第２号に掲げる者、同項第３号に掲げる者（同項第２号

に掲げる者の組織する団体に限る。以下「第２号団体」とい

う。）及び同項第５号に掲げる者（同項第２号に掲げる者又は第

２号団体と連携する認定中小企業者に限る。以下「第２号連携認

定中小企業者」という。）であるときは愛媛県木材製材協同組合

（以下「県木協組」という。）を通じ、所轄の地方局長（以下

「地方局長」という。）を経由するものとする。ただし、やむを

得ない理由があると認められるとき及び愛媛県森林組合連合会

（以下「県森連」という。）又は県木協組（以下「県森連等」と

いう。）が当該書類を提出しようとするときは、森林組合又は県

木協組（以下「事務取扱機関」という。）を通じる必要は、ない

ものとする。

２ 省略

３ 第６条第３項の規定により知事に提出する書類は、当該書類を

提出しようとする者が第４条第１項第１号に掲げる者、第１号団

体、同項第４号に掲げる者及び第１号連携認定中小企業者 であ

るときは森林組合を通じ、及び県森連を経由して、第４条第１項

第２号に掲げる者、第２号団体及び第２号連携認定中小企業者で

あるときは県木協組を経由して知事に提出しなければならない。

ただし、やむを得ない理由があると認められるときは、森林組合

を通じる必要はないものとする。

４・５ 省略

様式第１２号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金事業

実施報告書

省略 省略

注１ 省略

２ 林業従事者等、認定中小企業者又は促進事業者から提出の

あった林業・木材産業改善資金事業実施報告書（様式第６

号）の写しを添付すること。

様式第１３号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金償還

金支払猶予申請書

注１ 省略

２ 林業従事者等又は認定中小企業者 から提出の

あった林業・木材産業改善資金事業実施報告書（様式第６

号）の写しを添付すること。

様式第１３号（第１５条関係） 林業・木材産業改善資金県貸付金償還

金支払猶予申請書

省略 省略

注１ 省略

２ 林業従事者等、認定中小企業者又は促進事業者から提出の

あった林業・木材産業改善資金償還金支払猶予申請書（様式

注１ 省略

２ 林業従事者等又は認定中小企業者 から提出の

あった林業・木材産業改善資金償還金支払猶予申請書（様式
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第８号）の写しを添付すること。 第８号）の写しを添付すること。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第６５９号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額の最低限度額

及び最高限度額（平成５年４月愛媛県告示第５７６号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額の最

低限度額及び最高限度額の規定は、平成２３年４月１日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金（以下「年金たる補

償」という。）に係る補償基礎額並びに同日以後に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額について適用し、同日前の期間に係

る年金たる補償に係る補償基礎額及び同日前に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額については、なお従前の例による。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の知事が最低限度額と

して定める額及び最高限度額として定める額は、次の表の左欄に掲

げる年齢階層の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる額及び同

表の右欄に掲げる額とする。

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の知事が最低限度額と

して定める額及び最高限度額として定める額は、次の表の左欄に掲

げる年齢階層の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる額及び同

表の右欄に掲げる額とする。

年齢階層 最低限度額 最高限度額 年齢階層 最低限度額 最高限度額

２０歳未満 ４，３１７円 １２，７５０円 ２０歳未満 ４，５７５円 １３，２５５円

２０歳以上２５歳未満 ４，９２０円 １２，７５０円 ２０歳以上２５歳未満 ５，１１５円 １３，２５５円

２５歳以上３０歳未満 ５，５６５円 １３，０２８円 ２５歳以上３０歳未満 ５，７７７円 １３，８３７円

３０歳以上３５歳未満 ６，０９０円 １６，０２８円 ３０歳以上３５歳未満 ６，３４９円 １６，７１２円

３５歳以上４０歳未満 ６，５３９円 １８，５００円 ３５歳以上４０歳未満 ６，８４４円 １９，４５４円

４０歳以上４５歳未満 ６，７４９円 ２２，０６５円 ４０歳以上４５歳未満 ７，０８８円 ２２，３６２円

４５歳以上５０歳未満 ６，６８８円 ２３，７５０円 ４５歳以上５０歳未満 ７，０１６円 ２３，９１６円

５０歳以上５５歳未満 ６，２７４円 ２４，４０９円 ５０歳以上５５歳未満 ６，６１２円 ２４，９００円

５５歳以上６０歳未満 ５，５４９円 ２３，１８３円 ５５歳以上６０歳未満 ５，９０６円 ２３，４９９円

６０歳以上６５歳未満 ４，６２９円 ２０，７５４円 ６０歳以上６５歳未満 ４，６３４円 ２０，３６４円

６５歳以上７０歳未満 ３，９４０円 １５，２１７円 ６５歳以上７０歳未満 ４，０３０円 １４，４１９円

７０歳以上 ３，９４０円 １２，７５０円 ７０歳以上 ４，０３０円 １３，２５５円

�愛媛県告示第６６０号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第１０条の２の規定に基づき知事が定める金額（平成８年５月愛媛県

告示第７４８号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第１０条の２の規定に基づき知事が定める金額の規定は、平

成２３年４月１日以後の期間に係る介護補償について適用し、同日前の期間に係る介護補償については、なお従前の例による。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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�愛媛県告示第６６１号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定に基づき事業

の認定をしたので、次のとおり告示する。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 起業者の名称

八幡浜市

２ 事業の種類

八幡浜市双岩コミュニティ公園整備事業

３ 起業地

� 収用の部分

愛媛県八幡浜市若山地内

改 正 後 改 正 前

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第１０条の２の知事が定める金額は、次の表の左欄に掲げる介護

を要する状態の区分に応じ、同表の中欄に掲げる介護を受けた日の

区分ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第１０条の２の知事が定める金額は、次の表の左欄に掲げる介護

を要する状態の区分に応じ、同表の中欄に掲げる介護を受けた日の

区分ごとにそれぞれ同表の右欄に掲げる金額とする。

介護を要

する状態

の区分

介護を受けた日の区分 金 額 介護を要

する状態

の区分

介護を受けた日の区分 金 額

常時介護

を要する

状態

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

その月における介護に

要する費用として支出

された費用の額（その

額が１０４，５３０円を超える

ときは、１０４，５３０円）

常時介護

を要する

状態

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

その月における介護に

要する費用として支出

された費用の額（その

額が１０４，７３０円を超える

ときは、１０４，７３０円）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が５６，７２０

円以下であるときに

限る。）。

月額５６，７２０円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が５６，７９０

円以下であるときに

限る。）。

月額５６，７９０円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）

随時介護

を要する

状態

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

その月における介護に

要する費用として支出

された費用の額（その

額が５２，２７０円を超える

ときは、５２，２７０円）

随時介護

を要する

状態

１ 一の月に介護に要

する費用を支出して

介護を受けた日があ

るとき（２に掲げる

場合を除く。）。

その月における介護に

要する費用として支出

された費用の額（その

額が５２，３７０円を超える

ときは、５２，３７０円）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が２８，３６０

円以下であるときに

限る。）。

月額２８，３６０円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）

２ 一の月に親族又は

これに準ずる者によ

る介護を受けた日が

あるとき（その月に

介護に要する費用を

支出して介護を受け

た日がある場合にあ

っては、当該介護に

要する費用として支

出された額が２８，４００

円以下であるときに

限る。）。

月額２８，４００円（新たに

介護補償を支給すべき

事由が生じた月にあっ

ては、介護に要する費

用として支出された

額）
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� 使用の部分

なし

４ 事業の認定をした理由

申請に係る事業は、以下のとおり、土地収用法第２０条各号の要

件をすべて充足すると判断されるため、事業の認定をしたもので

ある。

� 土地収用法第２０条第１号の要件への適合性について

申請に係る事業は、愛媛県八幡浜市若山地内を起業地とする

「八幡浜市双岩コミュニティ公園整備事業」（以下「本件事業」

という。）である。

本件事業は、八幡浜市が設置する公園に関する事業であるこ

とから、土地収用法第３条第３２号に掲げる「国又は地方公共団

体が設置する公園、緑地、広場、運動場、墓地、市場その他公

共の用に供する施設」に関する事業に該当する。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第１号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第２号の要件への適合性について

本件事業は、八幡浜市議会において八幡浜市一般会計予算の

議決を受け施行するものであることから、八幡浜市は、本件事

業を施行する権能を有するものと認められる。

したがって、本件事業は、土地収用法第２０条第２号の要件を

充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第３号の要件への適合性について

ア 事業の施行により得られる公共の利益

八幡浜市には、スポーツを中心としたコミュニティづくり

の拠点として、市民スポーツセンターと市民スポーツパーク

があり、健康づくり、交流及び生涯学習の場として広く利用

されている。

しかし、急速に高齢化が進行する同市では、交通手段を持

たない高齢者等が、自分の住んでいる身近な地域で気軽に健

康づくりや世代を超えた交流のできる生涯学習の場が少なく、

世代間に隔たりが生じてきている。

これらの問題を解消するため、市の総合計画においても、

青少年の育成、地域の活性化、高齢者の生きがいづくり等を

目指す総合型地域スポーツクラブの育成を図るとともに、身

近なスポーツ・レクリエーション環境の整備に努めることと

しており、本件事業は、グラウンド・ゴルフ等の活動に熱心

な双岩地区に、グラウンド・ゴルフ、クロッケー、フットサ

ル、イベント等のできる多目的広場、子どもの遊べるふれあ

い広場及び利用者のための休憩所を備えたコミュニティ公園

を整備し、「健康づくり」「生涯学習」「交流」をテーマと

した地域づくりの先進的モデルとしていくものである。

本件事業の施行により、地域に住む人たちがスポーツ・レ

クリエーション活動という共通の話題を持ち、世代を超えて

交流を深めることができる環境の整備に寄与するものと認め

られる。

また、本件事業の施行による生活環境等に及ぼす影響につ

いては、本件事業は大規模で環境へ大きく影響を及ぼすおそ

れのある事業ではなく、その運営による周辺環境への影響は

軽微であると認められる。

したがって、本件事業の施行により得られる公共の利益は、

相当程度存在するものと認められる。

イ 事業の施行により失われる利益

本件事業地内には、起業者が保護のため特別の措置を講ず

べき動植物、文化財等は見受けられない。

したがって、本件事業の施行により失われる利益は軽微で

あると認められる。

ウ 代替案の検討

本件事業に係る起業地の選定に当たっては、自然的条件、

社会的条件及び経済的条件による３案の比較検討を行い、総

合的に最も優れた案を採用しているものと認められる。

エ 比較衡量

アで述べた得られる公共の利益とイで述べた失われる利益

を比較衡量した結果、本件事業の施行により得られる公共の

利益が失われる利益に優越すると認められるとともに、ウで

述べたように、本件事業の事業計画は他の代替案と比較して

最も合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄

与するものと認められるので、土地収用法第２０条第３号の要件

を充足すると判断される。

� 土地収用法第２０条第４号の要件への適合性について

ア 事業を早期に施行する必要性

八幡浜市双岩地区では生涯スポーツ施設整備に対する要望

も強く、高齢化率が非常に高い同地区においてしっかりした

基礎コミュニティを築くためには、世代を超えた交流を促進

し、住民の手による自発的な地域活動を活性化させることが

急務であり、高齢化する地域のニーズに即応する環境の早急

な整備が必要であると認められる。

したがって、本件事業を早期に施行する必要性は高いもの

と認められる。

イ 起業地の範囲の合理性

本件事業に係る起業地の範囲は、本件事業の事業計画に必

要な範囲であると認められる。また、収用の範囲は、すべて

本件事業の用に恒久的に供される範囲にとどめられているこ

とから、合理的であると認められる。

したがって、本件事業は、土地を収用する公益上の必要があ

ると認められるため、土地収用法第２０条第４号の要件を充足す

ると判断される。

� 結論

以上のとおり、本件事業は、土地収用法第２０条各号の要件を

すべて充足すると判断される。

５ 土地収用法第２６条の２の規定に基づく図面の縦覧場所

八幡浜市役所

�������
�愛媛県告示第６６２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、西予都市計画用途地域の変

更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供

する。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第６６３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町安井土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号

４８９



旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６６４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町妙口北川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６６５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市洪水土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出が

あった。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

退 任

�������
�愛媛県告示第６６６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市岸之下土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 茅 原 明 西条市小松町安井甲２１０番地

〃 曽我部 司 西条市小松町安井甲２８０番地

〃 今 井 正 富 西条市小松町安井甲１０１番地

〃 渡 部 實 西条市小松町安井甲４４８番地

〃 伊 藤 清 繁 西条市小松町安井甲３９９番地２

〃 今 井 央 松山市南久米町４５３番地１１

監 事 茅 原 道 夫 西条市小松町安井甲１１３番地

〃 佐 伯 民 助 西条市小松町安井甲２０４番地５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 茅 原 明 西条市小松町安井甲２１０番地

〃 曽我部 司 西条市小松町安井甲２８０番地

〃 今 井 正 富 西条市小松町安井甲１０１番地

〃 渡 部 實 西条市小松町安井甲４４８番地

〃 伊 藤 清 繁 西条市小松町安井甲３９９番地２

〃 今 井 央 松山市南久米町４５３番地１１

監 事 茅 原 道 夫 西条市小松町安井甲１１３番地

〃 佐 伯 民 助 西条市小松町安井甲２０４番地５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 重 信 西条市小松町妙口甲１０４番地

〃 参 川 忠 男 西条市小松町妙口甲１５４６番地２

〃 木 村 哲 雄 西条市小松町妙口甲１１番地２

〃 伊 藤 篤 志 西条市小松町妙口甲１４８６番地２

〃 瀬 川 俊 文 西条市小松町妙口甲２３５番地

〃 一 色 清 西条市小松町新屋敷甲１５１１番地

〃 三 木 康 弘 西条市小松町北川１４８番地

〃 高 橋 昌 展 西条市小松町北川２５３番地

監 事 真 鍋 駒 次 西条市小松町北川２８３番地第２

〃 塩 崎 浩 司 西条市小松町妙口甲１６２３番地２

〃 塩 崎 進 西条市小松町妙口甲１６２３番地

〃 村 上 好 典 西条市小松町妙口甲１４８番地３

〃 伊 藤 篤 志 西条市小松町妙口甲１４８６番地２

〃 今 井 章 雅 西条市小松町北川１５１番地２

〃 宇佐美 通 晴 西条市小松町北川３８３番地

〃 渡 部 芳 孝 西条市小松町北川１９２番地

監 事 真 鍋 駒 次 西条市小松町北川２８３番地第２

〃 今 井 勝 二 西条市小松町妙口甲１５１０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 田 重 信 西条市小松町妙口甲１０４番地

〃 参 川 忠 男 西条市小松町妙口甲１５４６番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 白 石 治 郎 新居浜市徳常町４－３８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 飯 尾 利 治 新居浜市萩生１３９４

〃 松 木 正 英 新居浜市萩生１２１９

〃 三 並 清 継 新居浜市萩生１１４－６

〃 森 賀 繁 則 新居浜市萩生１０９５－１

〃 森 忠 則 新居浜市萩生１１３７

〃 村 上 晋太郎 新居浜市萩生１３４７－５

〃 徳 永 秀 隆 新居浜市萩生１４３２－４

〃 森 賀 昇 新居浜市萩生１４４４

〃 福 田 満寿夫 新居浜市萩生４９１

〃 福 田 惇 子 新居浜市萩生１００６

〃 伊 藤 健 一 新居浜市大生院５２３

〃 加 藤 弘 司 新居浜市大生院４７０－２

監 事 森 元 一 夫 新居浜市萩生１３６９

〃 合 田 明 治 新居浜市萩生１３７１

〃 福 田 勝 久 新居浜市萩生１００８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 飯 尾 利 治 新居浜市萩生１３９４

〃 高 橋 博 敏 新居浜市萩生１１７５

〃 森 賀 盾 雄 新居浜市萩生１０９５－１

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号

４９０
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�愛媛県告示第６６７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町明穂土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

退 任
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�愛媛県告示第６６８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

小松町妙口土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６６９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市氷見土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

�������
�愛媛県告示第６７０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２３年５月１１日

３ 指定道路の位置

四国中央市妻鳥町字小丁子３７６番１の一部、８８番１の一部及び

３８８番３の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ８４．９４メートル

� 幅員 ４．００メートル

〃 三 並 清 継 新居浜市萩生１１４－６

〃 森 忠 則 新居浜市萩生１１３７

〃 村 上 晋太郎 新居浜市萩生１３４７－５

〃 森 川 伊勢松 新居浜市萩生１４３０－４

〃 森 賀 昇 新居浜市萩生１４４４

〃 渡 辺 明 新居浜市萩生４５３－２

〃 武 田 毅 新居浜市萩生５５１－４

〃 伊 藤 健 一 新居浜市大生院５２３

〃 加 藤 久 幸 新居浜市大生院４７１

監 事 森 元 一 夫 新居浜市萩生１３６９

〃 合 田 明 治 新居浜市萩生１３７１

〃 秦 哲 久 新居浜市大生院５８７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 佐 伯 博 西条市小松町明穂甲２９４番地２

〃 今 井 武 行 西条市小松町明穂甲５４９番地

〃 玉 井 静 正 西条市小松町明穂甲３３０番地

〃 玉 井 保 幸 西条市小松町北川６９番地５大開第１団
地２６９号

〃 山 本 幸 二 西条市小松町明穂甲２７４番地１

〃 今 井 良 典 西条市小松町明穂甲５６２番地１

監 事 工 藤 一 孝 西条市小松町明穂甲２４３番地１

〃 村 上 浩 西条市小松町明穂甲１９３番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 今 井 直 行 西条市小松町明穂甲６４３番地

〃 丹 学 西条市小松町明穂甲５５４番地

〃 日 野 雅 明 西条市小松町明穂甲２２３番地２

〃 徳 永 茂 西条市小松町明穂甲２２０番地２

〃 合 田 かすみ 西条市小松町新屋敷甲３４９番地３

〃 玉 井 祐 逸 西条市小松町明穂甲５２０番地

監 事 佐 伯 優 西条市小松町明穂甲２９７番地２

〃 玉 井 秀 西条市小松町明穂甲６５６番地２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 井 茂 西条市小松町妙口甲６０６番地２

〃 和 田 孝 行 西条市小松町妙口甲１２４０番地２

〃 曽 我 正 富 西条市小松町妙口甲１０８６番地１

〃 高 橋 正 博 西条市小松町妙口甲１０２５番地

〃 村 上 好 典 西条市小松町妙口甲１４８番地３

〃 青 野 克 之 西条市小松町妙口甲１１５０番地１

〃 玉 置 彰 士 西条市小松町妙口甲９７７番地３

〃 黒 川 好 輝 西条市小松町妙口甲５５６番地２

監 事 近 藤 昌 幸 西条市小松町妙口甲１５７番地２

〃 藤 田 貴 夫 西条市小松町妙口甲７６５番地４

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 別 宮 重 男 西条市小松町妙口甲３２６番地５

〃 玉 置 康 春 西条市小松町妙口甲１０１９番地

〃 赤 堀 保 西条市小松町妙口甲１１３３番地第２

〃 松 井 茂 西条市小松町妙口甲６０６番地２

〃 高 橋 正 博 西条市小松町妙口甲１０２５番地

〃 和 田 孝 行 西条市小松町妙口甲１２４０番地２

〃 村 上 好 典 西条市小松町妙口甲１４８番地３

〃 曽 我 正 富 西条市小松町妙口甲１０８６番地１

監 事 近 藤 昌 幸 西条市小松町妙口甲１５７番地２

〃 藤 田 貴 夫 西条市小松町妙口甲７６５番地４

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号

４９１
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�愛媛県告示第６７２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市居相土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６７３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市伊台土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

�愛媛県告示第６７１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次のとおり協議が成立

した。

その関係図書は、愛媛県庁及び東予地方局今治土木事務所に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年５月２０日

愛媛県東予地方局長 沖 哲 志

１ 河川の名称、河川管理施設の名称又は種類、河川管理施設の位置並びに管理を行う者の氏名及び住所

河 川 の 名 称 河川管理施設の
名称又は種類 河 川 管 理 施 設 の 位 置 管理を行う者の氏名及び住所

二級河川引野川水系
引野川 引野川右岸堤防 越智郡上島町弓削引野７４３番地先から越智郡上島町弓削引野２５５番地先まで

道路管理者 上島町
越智郡上島町弓削下弓削２１０
番地

〃 引野川左岸堤防 越智郡上島町弓削引野２５５番地先から越智郡上島町弓削引野２３４番地先まで 〃

２ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設又は工作物で、別図に

茶色で着色したものをいう。以下同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、別図に緑色に着色した区域内のものについての維持

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

３ 管理の期間

平成２３年５月２０日から道路の存続する日まで

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 良 昭 松山市居相二丁目１番１号

〃 洲之内 貞 治 松山市居相一丁目３番１０号

〃 堀 川 満 幸 松山市居相五丁目５番１５号

〃 堀 川 博 松山市居相四丁目１９番３０号

〃 玉乃井 實 松山市居相一丁目３番８号

〃 有 光 逸 武 松山市居相五丁目７番７号

〃 今 村 敬 三 松山市居相四丁目２番１２号

監 事 今 村 旭 松山市居相五丁目８番５号

〃 清 水 良 三 松山市居相二丁目５番３２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 良 昭 松山市居相二丁目１番１号

〃 堀 川 満 幸 松山市居相五丁目５番１５号

〃 玉乃井 實 松山市居相一丁目３番８号

〃 有 光 逸 武 松山市居相五丁目７番７号

〃 今 村 敬 三 松山市居相四丁目２番１２号

〃 堀 川 博 松山市居相四丁目１９番３０号

〃 今 村 省 三 松山市居相三丁目８番１号

監 事 今 村 旭 松山市居相五丁目８番５号

〃 清 水 良 三 松山市居相二丁目５番３２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 谷 久 富士男 松山市下伊台町８０９番地２

〃 玉 井 義 明 松山市下伊台町１８１５番地

〃 寺 本 政 義 松山市下伊台町５４４番地

〃 松 田 文 和 松山市上伊台町６８３番地

〃 重 松 一 広 松山市下伊台町１７３３番地２

〃 吉 田 正 志 松山市下伊台町２９９番地２

〃 松 岡 孝 雄 松山市下伊台町１０２１番地

〃 山 本 公 弘 松山市下伊台町１００５番地

〃 河 野 正 幸 松山市下伊台町１７０８番地６

〃 山 本 誠 松山市上伊台町７５７番地

〃 松 浦 景 一 松山市上伊台町９１２番地４

〃 中 野 博 松山市上伊台町１４５番地

〃 川 端 悦 延 松山市上伊台町２０３番地

監 事 西 山 国 広 松山市下伊台町１４５８番地２

〃 三 好 清 敏 松山市下伊台町４５１番地

〃 川 端 俊 典 松山市上伊台町２０５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 玉 井 義 明 松山市下伊台町１８１５番地

〃 寺 本 政 義 松山市下伊台町５４４番地

〃 神 野 健 松山市下伊台町１１９６番地

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号
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�愛媛県告示第６７４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市斎院樋川土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６７５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市畑寺土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

東温市北野田土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

〃 谷 久 富士男 松山市下伊台町８０９番地２

〃 吉 田 正 志 松山市下伊台町２９９番地２

〃 松 岡 孝 雄 松山市下伊台町１０２１番地

〃 山 本 公 弘 松山市下伊台町１００５番地

〃 松 本 英 治 松山市下伊台町１７７６番地

〃 山 本 誠 松山市上伊台町７５７番地

〃 松 浦 景 一 松山市上伊台町９１２番地４

〃 中 野 博 松山市上伊台町１４５番地

〃 川 端 悦 延 松山市上伊台町２０３番地

監 事 西 山 国 広 松山市下伊台町１４５８番地２

〃 中 山 忠 昭 松山市上伊台町７０６番地

〃 松 本 泉 松山市下伊台町１００３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 横 田 祐 享 松山市山西町５４０番地

〃 岡 本 久 松山市南斎院町２８７番地

〃 松 友 和 廣 松山市生石町４０４番地

〃 清 水 俊 弘 松山市高岡町６０５番地

〃 一 色 幸 � 松山市北斎院町２６２番地９

〃 関 谷 文 夫 松山市南斎院町１０４７番地

〃 関 谷 省 三 松山市南吉田町９０８番地

〃 川 崎 俊 一 松山市南吉田町１５０２番地

〃 森 山 邦 雄 松山市別府町４５８番地９

〃 菅 敏 雄 松山市南江戸二丁目７番３３号

〃 横 田 昭 治 松山市清住一丁目３番８号

〃 一 色 政 則 松山市高岡町６７４番地

監 事 森 英 � 松山市北斎院町３９７番地

〃 烏 谷 健 松山市別府町３８７番地１

〃 梅 木 静 男 松山市生石町１６７番地１

〃 徳 本 巽 松山市竹原二丁目２番１４号

〃 相 原 義 孝 松山市竹原町一丁目１０番１９号

監 事 森 英 � 松山市北斎院町３９７番地

〃 烏 谷 健 松山市別府町３８７番地１

〃 梅 木 静 男 松山市生石町１６７番地１

〃 竹 内 嘉 重 松山市高岡町２６０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 江 戸 貴 幸 松山市畑寺三丁目１５番３２号

〃 山 本 章 二 松山市畑寺二丁目１０番３号

〃 山 本 武 松山市畑寺二丁目１８番１７号

〃 高 田 敏 充 松山市畑寺一丁目５番１号

〃 林 賢 二 松山市畑寺二丁目１６番３号

〃 江 戸 正 一 松山市畑寺三丁目１５番１３号

〃 江 戸 通 敏 松山市畑寺二丁目８番２７号

〃 江 戸 幸 男 松山市畑寺三丁目１７番２５号

監 事 朝 山 和 孝 松山市畑寺四丁目３番２４号

〃 森 川 恵 克 松山市畑寺一丁目１番６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 江 戸 貴 幸 松山市畑寺三丁目１５番３２号

〃 山 本 章 二 松山市畑寺二丁目１０番３号

〃 山 本 武 松山市畑寺二丁目１８番１７号

〃 高 田 敏 充 松山市畑寺一丁目５番１号

〃 林 賢 二 松山市畑寺二丁目１６番３号

〃 江 戸 正 一 松山市畑寺三丁目１５番１３号

〃 江 戸 通 敏 松山市畑寺二丁目８番２７号

〃 江 戸 幸 男 松山市畑寺三丁目１７番２５号

〃 朝 山 春 一 松山市畑寺四丁目４番３号

監 事 朝 山 和 孝 松山市畑寺四丁目３番２４号

〃 森 川 恵 克 松山市畑寺一丁目１番６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 横 田 祐 享 松山市山西町５４０番地

〃 岡 本 久 松山市南斎院町２８７番地

〃 松 友 和 廣 松山市生石町４０４番地

〃 清 水 俊 弘 松山市高岡町６０５番地

〃 一 色 幸 � 松山市北斎院町２６２番地９

〃 一 色 通 松山市南斎院町１２７８番地

〃 関 谷 省 三 松山市南吉田町９０８番地

〃 川 崎 俊 一 松山市南吉田町１５０２番地

〃 森 山 邦 雄 松山市別府町４５８番地９

〃 菅 敏 雄 松山市南江戸二丁目７番３３号

〃 横 田 昭 治 松山市清住一丁目３番８号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 見 和 政 東温市北野田２３０番地

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号
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退 任
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�愛媛県告示第６７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

松山市平井町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

�愛媛県告示第６７８号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 牧 秀 宣 東温市北野田６６３番地

〃 安 井 浩 二 東温市北野田１５２番地

〃 高 見 隆 雄 東温市北野田１３７番地

〃 相 原 俊 樹 東温市北野田１４７番地

〃 森 泰 雄 東温市北野田８２７番地３

〃 武 智 南 東温市北野田１２２４番地

〃 牧 隆 司 東温市北野田７９１番地

監 事 明 賀 英 樹 東温市北野田１１７番地

〃 八 塚 長 規 東温市北野田８３８番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 高 見 和 政 東温市北野田２３９番地

〃 牧 秀 宣 東温市北野田６６３番地

〃 安 井 浩 二 東温市北野田１５２番地

〃 東 倉 又 計 東温市北野田１１１番地１

〃 高 見 隆 雄 東温市北野田１３７番地

〃 相 原 俊 樹 東温市北野田１４７番地

〃 森 泰 雄 東温市北野田８２７番地３

〃 松 田 宣 武 東温市北野田６３２番地

〃 八 塚 長 規 東温市北野田８３８番地

〃 牧 隆 司 東温市北野田７９１番地

監 事 明 賀 英 樹 東温市北野田１１７番地

〃 牧 清 行 東温市北野田７６３番地

〃 仙 波 隆 一 松山市平井町３０３１番地１

〃 和 田 幸 男 松山市平井町１９４６番地２

〃 重 信 昭 雄 松山市平井町６１０番地

〃 川 崎 運 徳 松山市平井町１１１３番地

〃 河 本 信 久 松山市平井町５６３番地

〃 武 智 忠 行 松山市平井町１６７８番地

〃 豊 田 哲 夫 松山市平井町２４８０番地

〃 豊 田 穣 松山市平井町１６３０番地

〃 柴 田 保 教 松山市平井町１１２１番地

〃 尾 形 節 夫 松山市平井町２７８５番地

〃 堀 川 正 松山市平井町２１３９番地２

監 事 重 信 卓 夫 松山市平井町３６０番地

〃 大 野 輝 男 松山市平井町１０２８番地２

〃 高 市 良 一 松山市平井町１５６０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 重 信 良 吉 松山市平井町２９５番地

〃 仙 波 隆 一 松山市平井町３０３１番地

〃 和 田 幸 男 松山市平井町１９４６番地２

〃 重 信 昭 雄 松山市平井町６１０番地

〃 川 崎 運 徳 松山市平井町１１１３番地

〃 河 本 信 久 松山市平井町５６３番地

〃 武 智 忠 行 松山市平井町１６７８番地

〃 豊 田 哲 夫 松山市平井町２４８０番地

〃 豊 田 穣 松山市平井町１６３０番地

〃 柴 田 保 教 松山市平井町１１２１番地

〃 仙 波 雄 二 松山市平井町２９７５番地

〃 堀 川 正 松山市平井町２１３９番地２

監 事 松 澤 擴 松山市平井町２５０７番地１

〃 重 信 公 雄 松山市平井町６０４番地２

〃 三 上 宗 利 松山市平井町３００７番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 重 信 良 吉 松山市平井町２９５番地

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第１１９３７号 平成２２年
６月１６日 秀誠建設 多川 秀一 松山市長師１４６６ 平成２３年

４月４日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（特－１８）第７２１号 平成１９年
３月２８日 中島建設� 能田 一心 松山市長師４１０－１ 平成２３年

４月７日 造園工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１９）第１６１２０号 平成１９年
６月７日 �四国エレベーター 日田 清次 松山市竹原４－２－３４ 平成２３年

４月１２日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

大工工事業、左官工事
とび・土工工事業
石工事業、屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
鋼構造物工事業

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号

４９４
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�愛媛県告示第６８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

城川町魚成土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した

旨の届出があった。

平成２３年５月２０日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第６８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

城川町魚成土地改良区の定款等の変更を認可した。

平成２３年５月２０日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

�������
�愛媛県告示第６８２号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助事業

�愛媛県告示第６７９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２３年５月２０日

愛媛県知事 中 村 時 広

（特－１９）第７７０号 平成１９年
４月９日

黒川建設� 黒川照勇喜 松山市北久米町８７３－１ 平成２３年
４月１５日

鉄筋工事業、板金工事業
ガラス工事業、塗装工事業
防水工事業
内装仕上工事業
熱絶縁工事業、建具工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第６２３７号 平成１８年
７月７日 谷岡塗装 谷岡 �行 松山市北井門５－１９－４ 平成２３年

４月２１日 塗装工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１３９６９号 平成１９年
９月３日 エスアイ精工� 渡辺 英勝 松山市高岡町６６ 平成２３年

４月２２日 機械器具設置工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１４８５８号 平成１８年
１１月１３日 四国サブマリン �本 甚三 松山市湊町４－９－２２ 平成２３年

４月２７日 とび・土工工事業 建設業の廃止

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字横野５７１２番から

同字横野６０１７番まで

旧 ５．２～６６．６ ０．８２１

新 １０．７～５８．３ ０．８５７

県 道 野村柳谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字横野６０１７番から

同字横野５７１０番２まで

旧 ５．２～６６．６ ０．８２１

新 １０．７～５８．３ ０．８５７

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 志 波 豊 西予市城川町魚成４５９４番地

〃 河 野 清 一 西予市城川町魚成３９５８番地

〃 矢 野 勝 幸 西予市城川町魚成１６８７番地

〃 松 根 保 西予市城川町魚成１７０５番地

〃 山 内 仁 西予市城川町魚成１４１３番地

〃 土居原 清 一 西予市城川町魚成１４３６番地

〃 矢 野 政 嗣 西予市城川町魚成４１３４番地

〃 若 宮 理 明 西予市城川町魚成４２６６番地

〃 兵 頭 和 満 西予市城川町魚成３６３１番地

〃 河 野 稔 西予市城川町魚成３９３２番地

〃 河 野 徳 夫 西予市城川町魚成５１６０番地

〃 青 木 千代子 西予市城川町魚成４９７８番地

〃 河 野 康 彦 西予市城川町魚成４９８３番地

〃 松 浦 輝 香 西予市城川町魚成４６３８番地

監 事 矢 野 昌 之 西予市城川町魚成１７００番地

〃 宮 脇 亨 西予市城川町魚成７９１番地

〃 村 上 克 也 西予市城川町魚成２９１２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 浅 野 秀三郎 西予市城川町魚成４０３０番地

〃 志 波 豊 西予市城川町魚成４５９４番地

〃 山 内 雅 彦 西予市城川町魚成１８９８番地

〃 岡 田 幸 二 西予市城川町魚成８４６番地

〃 白 石 敬 二 西予市城川町魚成１２６６番地

〃 松 根 保 西予市城川町魚成１７０５番地

〃 土居原 要 西予市城川町魚成１６１２番地

〃 山 内 仁 西予市城川町魚成１４１３番地

〃 河 野 清 一 西予市城川町魚成３９５８番地

〃 冨 永 満 美 西予市城川町魚成５１９７番地

〃 伊 井 賢 次 西予市城川町魚成３６２３番地

〃 河 野 正 弘 西予市城川町魚成５０７３番地

〃 青 木 利 光 西予市城川町魚成４８５８番地

監 事 矢 野 政 嗣 西予市城川町魚成４１３４番地

〃 河 野 通 西予市城川町魚成２５９２番地

〃 河 野 康 彦 西予市城川町魚成４９８３番地

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号

４９５



教育委員会公告

（かんがい排水）内田地区）の施行は適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用す

る同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成２３年５月２０日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助事業（かんがい排水）内田地

区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の写

し

２ 縦覧期間

平成２３年５月２３日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所津島支所

�������
�愛媛県告示第６８３号
宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助事業

（かんがい排水）鴨田地区）の施行は適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用す

る同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供

する。

平成２３年５月２０日

愛媛県南予地方局長 山 本 龍 典

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（県単独補助事業（かんがい排水）鴨田地

区）計画書の写し

� 宇和島市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の写

し

２ 縦覧期間

平成２３年５月２３日から６月２０日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所津島支所

�公 告

平成２４年度の県立高等学校等の入学者等の選抜に係る学力検

査の出題範囲並びに学力検査等の期日及び合格者の発表の日

について

平成２４年度の愛媛県県立高等学校及び愛媛県県立特別支援学校高

等部の入学者の選抜並びに愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠

員補充のための編入学者の選抜に係る学力検査の出題範囲並びに学

力検査等の期日及び合格者の発表の日を次のとおり定めた。

平成２３年５月２０日

愛媛県教育委員会

委員長 松 岡 義 勝

１ 愛媛県県立高等学校の入学者の選抜

� 学力検査の出題範囲

中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省告示第１７６号）に

示されている各教科の目標及び内容並びに平成２１年４月１日か

ら平成２４年３月３１日までの間における中学校学習指導要領の特

例を定める件（平成２０年６月文部科学省告示第９９号）４�及び

�並びに５�、�及び�の規定により平成２１年度の第１学年、
平成２２年度の第２学年及び平成２３年度の第３学年の数学及び理

科において指導する内容に則し、基本的事項について出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

区 分 一般入学者選抜 推薦入学者選抜 定時制の課程の
第２次募集

学力検査等の期
日

平成２４年３月８
日（木）及び同
月９日（金）

平成２４年２月９
日（木）

平成２４年４月４
日（水）

合格者の発表の
日

平成２４年３月１９
日（月）

平成２４年３月１９
日（月）

平成２４年４月５
日（木）

� 通信制の課程及び専攻科

�及び�の規定にかかわらず、愛媛県教育委員会教育長が別
に定める。

２ 愛媛県県立特別支援学校高等部の入学者の選抜

� 学力検査の出題範囲

ア 本科

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領（平成１１年３月

文部省告示第６１号）に示されている中学部の各教科の目標及

び内容並びに視覚障害者、聴覚障害者、肢体不自由者又は病

弱者である生徒に対する教育を行う特別支援学校にあっては、

平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日までの間における新

特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が適用されるまで

の間における現行特別支援学校小学部・中学部学習指導要領

の特例を定める件（平成２１年３月文部科学省告示第３９号）第

２�の規定により平成２１年度の第１学年、平成２２年度の第２
学年及び平成２３年度の第３学年の数学及び理科において指導

する内容に則し、基本的事項について出題する。

イ 専攻科

特別支援学校高等部学習指導要領（平成１１年３月文部省告

示第６２号）に示されている各教科の目標並びに各科目の目標

及び内容に則し、基本的事項について出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

学力検査等の期日 平成２４年３月５日（月）

合格者の発表の日 平成２４年３月２１日（水）

３ 愛媛県県立中等教育学校の第４学年の欠員補充のための編入学

者の選抜

� 学力検査の出題範囲

中学校学習指導要領（平成１０年１２月文部省告示第１７６号）に

示されている各教科の目標及び内容並びに平成２１年４月１日か

ら平成２４年３月３１日までの間における中学校学習指導要領の特

例を定める件（平成２０年６月文部科学省告示第９９号）４�及び
�並びに５�、�及び�の規定により平成２１年度の第１学年、
平成２２年度の第２学年及び平成２３年度の第３学年の数学及び理

科において指導する内容に則し、基本的事項について出題する。

� 学力検査等の期日及び合格者の発表の日

愛媛県教育委員会教育長が別に定める。

�������
�公 告

平成２４年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施について

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１１条の規定により、

愛 媛 県 報平成２３年５月２０日 第２２６８号

４９６



選挙管理委員会告示

平成２４年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を次の要領で実施する。

平成２３年５月２０日

愛媛県教育委員会

教育長 藤 岡 澄

１ 第１次選考試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小 学 校 教 員
平成２３年７月２１日�から

２４日�まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目３
番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

中 学 校 教 員

（各教科）

平成２３年７月２１日�から

２４日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

高 等 学 校 教 員

（各教科〔科目〕） 平成２３年７月２１日�から

２４日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）

特別支援学校教員

養 護 教 員
平成２３年７月２１日�から

２３日�まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番地
１）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

栄 養 教 員
平成２３年７月２１日�から

２３日�まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁目
１４８番地２）

注１ 区分間の併願は、認めない。

２ 場所等を変更することがある。

２ 第２次選考試験

第２次選考試験の詳細は、第１次選考試験に合格した者に通知

する。

３ 受験申込受付期間

平成２３年５月２３日（月）から６月１５日（水）まで（郵送による

場合は、同日までの消印のあるものは受け付ける。）

４ 受験資格

次の各号のいずれにも該当する者とする。

� 試験の区分に相当する教員普通免許状を有する者又は平成２４

年３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの者で大学等で

証明が得られるもの

� 昭和４７年４月２日以降に出生した者（本県の国公立学校（学

校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２条第２項に規定する国立

学校又は公立学校をいう。以下同じ。）で５年以上の教職経験

（期限付任用又は臨時的任用である期間及び休職、育児休業等

の期間を除く。）を有する者が、当該教職経験に係る試験区分

を受験する場合で、教職経験者特別選考を申請するときにあっ

ては、昭和３７年４月２日以降に出生した者）

なお、他の都道府県で、国公立学校の教員として勤務してい

る者（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）及び栄養

教員の試験区分を志願する者で公立義務教育諸学校の学級編制

及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１６号）

第２条第１項に規定する義務教育諸学校の学校栄養職員として

本県で勤務しているもの（期限付任用又は臨時的任用である者

を除く。）については、年齢を制限しない。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及び学校

教育法第９条各号のいずれにも該当しない者

５ 受験申込手続及び試験方法

平成２４年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（以下

「志願要項」という。）を参照すること。

６ 志願要項及び出願関係用紙の入手方法

愛媛県のホームページからダウンロードし、印刷すること。

なお、上記によることができない場合には、封筒の表に「教員

採用選考試験志願要項請求」と朱書し、１４０円切手を貼った、宛

先明記の返信用封筒（角形２号）を同封して郵送にて下記まで請

求すること。

＜請求先＞

志 願 種 別 宛 先

小 学 校 教 員 志 願 者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２中 学 校 教 員 志 願 者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２―２９５２特別支援学校教員志願者

養 護 教 員 志 願 者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２―２９４２栄 養 教 員 志 願 者

�愛媛県選挙管理委員会告示第３４号
次の政治団体は、政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第２項の規定により、平成２３年４月１日以後、政治活動（選挙運動を

含む。）のために寄附を受け、又は支出をすることができない団体となったので、同条第３項の規定に基づき告示する。

平成２３年５月２０日

愛媛県選挙管理委員会委員長 西 � 健

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地
代 表 者 会 計 責 任 者

自由民主党吉海支部 柳 原 能 夫 柳 瀬 修 今治市吉海町仁江１１７４

武智実後援会 武 智 実 森 平 久 志 伊予市中山町中山酉７８

池田洋助後援会「うちこ揚々会」 大 西 啓 介 田 丸 律 子 喜多郡内子町内子１９９５
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一色伸二後援会 稲 井 和 久 一 色 守 西条市壬生川１３６－２

井上晋作後援会 井 上 晋 作 井 上 恵 子 西予市宇和町岩木１５５０

くわむら隆雄後援会 浅 田 二 郎 清 水 和 憲 今治市鯉池町一丁目５－３６

坂本隆重後援会 森 木 辰 雄 三 好 稔 子 西予市宇和町山田１６４７

武田元介と市政を変革する会 兵 頭 喜 夫 井 上 浩 三 宇和島市新町１－９－７

北條重治後援会 大 石 輝 夫 北 條 澄 子 南宇和郡愛南町家串４７２

ほっとけない市民の会 渡 邉 隆 志 渡 邉 隆 志 松山市朝生田町五丁目３－３４

宮下一郎後援会 加 幡 仁 一 宮 下 八 重 南宇和郡愛南町平碆６５５

山本ひろし後援会 山 本 計 夫 薬師寺 基 宇和島市吉田町東小路甲８４－１０

八幡浜をほっとけない市民の会 横 尾 輝 彦 横 尾 輝 彦 八幡浜市昭和通り１２０８－３

平成２３年５月２０日 発行
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